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再生砕石に混入するアスベスト対策のパトロール及び立入検査の実施結果等について

再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の徹底については、平成 22年 9月9日付

け基安発 0909第2号「再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の徹底についてJに

より指示されているところであるが、今般、本実施結果等を厚生労働省、国土交通省及び環

境省の三省において、標記結果等について別添1のとおり取りまとめ、本日公表を行ったと

ころである。本結果等を参考に、引き続き、関係事業者等に対して、労働者の石綿等による

ばく露防止対策についての措置を徹底するとともに、必要に応じて都道府県等との連携を図

り、適切に対応されるようお願いする。

なお、国土交通省及び環境省において、 lllJ添2及び別添3のとおり、都道府県及び政令市

に対して、再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の更なる徹底の協力を依頼してい

るところである。
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再生砕石に混スするアスベスト対震のパトローJI;:Qぴ
立ス検査の実施結果等について{お知らせ}

o r再生砕石に混入するアスベスト対策についてJ (平成 22年 9月9日 厚生労
働省、国土交通省及び環境雀)に基づき、都道府県、労働基準監督署等が、再生砕右

へのアスベスト含有建材の混入防止を図るため、解体現場及び破砕施設へのパトロール

等を実施しました。(JlIJ紙)

O パトロール等を実施した解体現場及び破砕施設において、それぞれ関係法令に係る不

適正事例を発見しましたが、各現場及び施設のEE督官庁において、適正処理等を指示

し、改善させました。また、併せて再発防止に係る指導を行いました。 ¥ 

O 引き続き、聞として関係機関と連携し、法令遵守について継続した指導を行うなど、再

生砕石へのアスベスト混入防止のための取組みを進めます。

1解体現場に関するパトロール等の実施結果
(1 )建設リサイクル法等に関するパトロール

0実施期間:平成 22年 9月-10月
0パトロールを実施した現場数，
-都道府県等の建設部局及び環境部局、労働基準監督署の3者が合同で実施(A) 1，843箇所

・都道府県等の建設部局が実施した、分別解体等に係るもの(呂 9，316箇所
楓都道府県等の環境部局が実施した、再資源化等に係るもの(C) 4，672箇所

(注 (A)は(8)(C)それぞれの内数)

O石綿含有建材に係る助言等を行った件数
園建設リサイヲル法第 14条(分別解体等の適正な実施)に基づく助言・勧告 5件

・建設リサイクル法第 19条(再資源化等の適正な実施)に基づく助言・勧告 1件

・石綿予防規則に基づく指導 172件

(2)廃棄物処理法に基づく立入検査

0実施期間平成 22年 4月-10月
0立入検査を実施した現場数 11，089箇所
0石綿含有廃棄物に係る不適正事例に対し指導を行った件数:33件

2破砕施設(産業廃棄物の処理施設)に関する立入検査の実施結果
(廃棄物処理法に基づく立入検査)

O実施期間・平成 22年 4月-10月
0立入検査した施設数 がれき類の破砕施設(5，434施設)のうち、4，350施設
O石綿含有廃棄物に係る不適正事例に対し指導を行った件数 52件
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|1解体現場のパトロール等の実施結果|

都道府県等では、本年 9Jl 9日付けの国土交通省及び環境省の依頼に基づき、都

道府県労働局と連携して、解体現場を含む建設工事現場に対して、石綿含有建材に

重点を霞いた建設リサイクル法等に係るパトロール等を実施し、分別解体や再資源化

等に係る改善等の指導を行いました。

なお、パトロール等を実施した建設工事現場のうち、 1.843箇所l主、都道府県等の

建設部局(建設リサイクルj去に係る分見IJ解体等を担当)及び環境部局(建設リサイクル

法に係る再資源化等を担当)、都道府県労働局(労働基準監督署)の3者が合同で実

堕しています。

(1)建設リサイクル法等に関するパトロール (参考資料1)

(i )建設リサイクル法に関するパトロールの実施結果

①分別解体等に係るパトロールの実施結果

本年 9-10月の2ヶ月間に、解体現場(9，316箇所則)をパトロールし、 239件の

助言等を実施しました。そのうち石綿含有建材に係るものは5件でした。

開施工業者からの聞き取りで石綿含有建材の使用を確認したため、改めてその適正

処理について助言したもの (4件)

分別解体が徹底されず、コンクリート塊に石綿含有建材の混入が確認されたため、

その適正処理及び分別解体の徹底について助言したもの (1件)

②再資源化等に係るパトロールの実施結果

本年9.....10月の2ヶ月間に、解体現場(4，672箇所※1)をパトロールし、 11件の助

言等を実施しました。そのうち石綿含有建材廃棄物に係るものは1件でした。

E 分別解体が徹底されず、コンクリート塊に石綿含有建材の混入が確認されたため、

その適正処理及び再資源化の徹底について効言したもの (1件※2)

(!K7 IJ!JjsO!J害等のn!Pff!JJiV.&びi苦手苦革IJJ，号、 IJ!JjsJO東労働局(労働基4重'ffttf喜Jの3tt倉庫で実'ifjfU=
ノかDーノLの洋裁(1，843 ffjfffiJf)'a:岩手ゐでL慢すJ

持 2 じi):;告、JJifMI許手/ご点字占主智正吉縦突e(ff]ーの王宮壊で実厳正t:fLJ坊のですゾ

(ii )労働安全衛生法(石綿障害予防規則)に関するパトロールの実施結果

労働基準監督署5が都道府県等と合同でパトロールした現場において、五週金査童
材に係る内容の指導を行ったものは172件でした。



石綿含有建材の事前調査を実施していない又は結果の記録と概要の掲示を行

っていないため、その徹底について指導したもの (154件)

その他、湿潤化を実施していない、保護異を使用していないため、 その徹底に

ついて指導したもの等 ( 18件)

(2)廃棄物処理法に基づく立入検査 (参考資料2)

(1 )の他、本年4-10月の7ヶ月間に、47都道府県及び62政令市が廃棄物処理

法に慕づき、解体現場(11，089箇所制)に対する立入検査を実施し、石綿含有廃

棄物の保管や運搬等について、33件の指導を行いました。

「止<[3 苧Jit22$411.かる 1011*震での局/ご.f}fffJ;差万束手の廃棄持者庁'j/J[j}fJ，局>，(/テった」士λお査が/ご
つ"で星野Lて.t1<57坊、件長官等Yごっpτl;t.、(1)と-ff!JAl吉LてIIif;式J

O 石綿含有廃棄物の保管=運搬の違反等に対し指導を行った件数 33件

仕切りがない、飛散防止等の措置が不十分である等、保管方法に対する改善

1 を指導しともの (19件)

保管場所において他の廃棄物が混入していたため、混入防止の措置を講じる

よう指導したもの ( 5件)

-その他、保管場所に必要な表示がない、運搬時の飛散防止措霞不十分、許可

のない業者に運搬を委託、等 ( 9件)

|2破砕施設(産業廃棄物の処理施設)[こ関する立入検査の実施結果[

(参考資料3)

本年4-10月の7ヶ月間に、47都道府県及び62政令市が廃棄物処理法に基づき、が

れき類の破砕施設(5，434施設)のうち、4，350施設(80弘)に対して立入検査を実施し、52

施設について、石綿含有廃棄物の取り扱いに係る改善等の指導を行いました。

(立入検査の延べ件数 8，944件)

O 石綿含有廃棄物に係る違反等に対し指導を行った件数 52件

・受入後のがれき類に石綿含有廃棄物(疑い物を含む)の混入が認められたため、

受入時の確認を徹底し、混入が疑われるものは受入を行わない等、再発防止につ

いての指導を行うとともに、混入が認められた(疑いを含む)がれき類については廃

棄物として適正処分するよう指導したもの (36件)

混入は認められなかったが、受入時の確認体制が不十分であったため、展開検

査等混入していないことの確認を徹底するよう指導 (16件)



医二面E語境におけるアスベスト大気濃度調査の結果l

さいたま市、川崎市及び埼玉県では、アスベストが混入した再生砕石が使用された

駐車場等(混入のおそれのある笛所を含む)について、アスベスト大気濃度調査を実

施し、その結果を公表しています。(参考資料4)

いずれの誠査結果においても、健康リスクを引き起こすおそれがある程のアスベス

トの飛散は起こっていないことが確認されました白

14今後の対応i
今後も、厚生労働省、国土交通省及び環境省において連携し、各都道府県等によ

る解体現場へのパトロール及び破砕施設等への立入検査等、関係法令の遵守につ

いて継続した指導等を行います。

また、今回のパトロール及び立入検査の結果として、一部に分別解体等の不十分

な箇所や再生砕石への混入事例が確認されたことから、下記の取組を実施し、再生

砕石へのアスベストの混入防止を徹底して参ります。

O 啓発用パンフレット(参考資料5)等により関係法令の周知徹底(特に、次の点について、
広報を推進)

建設リサイクル法に基づき、解体工事の際、コンクリート塊にスレート片が混入しないよ

う分別解体に係る指導の徹底

・石綿障害予防規則に基づき、解体工事の際に必要な、石綿省有建材の有無に係る事前

調査の確実な実施と、その結果の概要について、公衆の見やすいところにも掲示するよう

指導の徹底

・廃棄物処理法に基づき、破砕施設におけるがれき類の受入の際に、石綿含有建材の混

入の有無を縫認するよう指導の徹底

O 建設リサイクル法の届出の際に、石綿含有建材の有無についても、確認するなどして情
報の把援!こ努めるよう都道府県等の関係者に対して協力依頼

O 都道府県等の建設部局及び環境部局、都道府県労働局(労働基準監督署)の3者の遵
携体制の強化・継続について、関係機関に依頼



1 解体現場の実施結果

(1)建設リサイクル法等に関する合同パトロール

【害考資料1]

(厚生労働省・国土支迫害・環境省〉

建設リサイヲル法関係 労善働が基、都準道藍府督

謹露建i去設にリ基サづイeウル
県等と合同で

都建道部府局県等の 都道府県等の 法1::.1;-:;(助
実施した現場

設がパ 環境部局がが 言・勧告のう
において、石綿

都道府県名
トロールした現法建解第体設1リ等4サ条)にイ(分基ヴル別づ パトローんした建設リサイヲルち、石綿吉有建 に障基害づ作き業実規施則し

場数(日〉 現場数(C) 法源く助第化言四等・条)勧に(告再慕数づ資 材に係る分別解体の徹底に ロールの現場 た指導等の件

〈劫雷・勧告数 ついて 数(A) 数

(箇所数) (件) (箇所数) (件) (件) (箇所数) (件)

北海道 400 4 74 。 。 1 。
青森県 80 3 32 。 。 28 

岩手県 211 2 66 。 。 39 5 

宮城県 111 4 74 。 。 10 B 

秋田県 30 7 30 1 21 7 

山形県 95 。 35 。 。 22 . 8 

福島県 136 。 60 。 。 60 3 

茨城県 127 10 127 D 。 48 5 

栃木県 331 7 58 。 2 33 。
群馬県 163 7 281 。 2 58 1 

埼宝県 312 10 241 。 。 177 D 

千葉県 299 。 138 。 。 118 12 

東耳都 1， 318 18 245 。 。 93 3 

神奈川県 177 124 。 。 43 4 

新潟県 129 。 118 。 。 97 22 

富山県 73 5 22 。 。 13 。
石川県 72 5 69 。 。 。 。
福井県 161 10 45 4 。 43 

山梨県 80 。 73 。 。 32 6 

長野県 141 3 96 4 。 60 B 

岐阜県 295 2 28 。 。 21 。
静岡県 408 7 196 。 D 23 

愛知県 234 7 192 。 51 5 

重県 83 。 52 。 。 49 。
滋賀県 111 4 78 。 。 。 。
京都府 240 。 70 。 。 32 4 

大阪府 290 21 96 。 。 。
兵庫県 218 子 146 。 。 82 4 

奈良県 80 B 30 。 。 5 。
和歌山県 151 107 。 。 67 。
鳥取県 104 12 39 。 。 。 。
島根県 102 D 32 。 。 26 5 

陪山県 96 3 96 。 。 84 3 

広島県 236 24 93 D 。 76 8 

山口県 188 。 119 。 。 56 5 

徳島県 51 。 17 。 c 16 7 

香川県 112 D 36 。 。 28 4 

愛媛県 119 18 31 。 。 4 。
高知県 117 4 117 。 。 。 D 

福岡県 243 10 206 。 。 160 28 

佐賀県 98 2 11 戸。 。 。 。
長崎県 103 D 59 。 50 4 

熊本県 97 。 56 。 。 。 D 

大分県 98 5 81 。 。 16 。
宮崎県 162 4 34 。 。 。 。
鹿児島県 715 3 95 D 。 。 。
沖縄県 119 3 547 D 。 D 。
合 計 9，316 239 4，672 11 5 1，843 172 

※， (A)は、 (8)亙TJ.(C)(])向数。 (8YHi:lほ、重撞有り。

来Z 建設リサイクル法に基づく助言・勧告のうち、石綿吉有建材に罷るものの秋田県田1件は、同一現場において、都道府県等の建設部局及
び環境部局白担方から助言がなされたも由.



1解体現場の実施結果 【参考資料2】

、ιノ 』同~J '7 』ヨL 、."をそ"'"ヨJ 
石綿廃棄物の保管、運搬等に係る指導
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数 |金入属〈ず)が;1 に罷る表示等
不惜

合計 11，089 33 19 5 4 2 。 3 
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石綿寸 l管、運搬等に係る指導
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備
;;最搬官を委E、，託tλ車 |十同ι分7随且M

数
ノ |示届

合計 11，089 33 19 5 4 2 。 3 
東 m 14 l 
君 。 。
い 市 14 。

8 。
前橋市 。
三いたま市 1: 

講 2' 
10 l 
B 。

.~市 92 。
市 139 l 
f市 6 。

ヰ 日 。
43 。
19 。
32 D 
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44 1 l 
日
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D 
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孟亘宮蝉 市
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【参考資料3】

2 
F破-砕ー施一設ーー(届ー|業廃棄物の処理施設)l石に綿実含施有結廃果棄物に係る指導 (環境省)

立入施設数
|日室(芭疑開怠い車国を問胃吉一むZ信)胡の拍浬一a入E 

破砕(がれき類)
施設数(廷ベ立入件数)

棄物とし

合計 4.350 ( 8，944) 52 36 16 5，434 

r=ー1亘EE2 ヨ
ど 357 4398 ， 

1 
L 1069 9 

44 44 
世| 76 lti 。 103 
眼目 93 日〈 U 105 

ト寸
島厩頁県 41 4 。 41 

107 1U 2 2 107 
92 1 :J ~ 10 10 92 
43 4o 。 43 
80 日t 13 13 (※) 80 

ト菜l 65 bb 1 l 108 

重
64 64 3 --.L.1送L 94 
48 04 1 48 
81 81 。 143 
37 4l 64 
44 lU 。 44 

卜一 56 5E l 56 
「一 51 b 。 51 

198 4J U 206 

E 47 4 。 100 
78 日目 1 l 93 
167 25日 167 
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[参考資料4]

アスベストが混入した再生砕石が使用された駐車場等(混入のおそれ

のある箇所を含む)のアスベスト大気濃度調査結果

自治体 測定日 測定場所
地点数

(合計)
測定結果※(本/U

8月28日~ さいたま新都心第8-1A街区の

再生砕石敷設現場
o. 1未満

30日

9月6日、 道路工事現場、工事予定地

7日、 10日 など3地点
O. 1未満

埼玉県
危機管理防災センター(仮称)建

9地点
9月22目、

O. 1 
25目、 26日 設用地の一部など2地点

9 Fl 22司、 鴻沼JII管理用道路富士見橋

25日、 26日 など3地点
O. 1未満

10月5日~ 彩湖公園、南区役所駐車場 0.34 
さいたま市

7日 など 12地点
12地点

(全地点の平均値)

8月24日~
川崎市 川崎区小自民間駐車場 1地点 0.28-0.78 

26日

※ 各自治体は測定方法がそれぞれ異なるため、詳細は下記のリンクを参照されたい。

【参考1

0大気汚染防止法に基づく石綿製品製造工場に対する敷地境界基準:10本/L(リットル)

OWHO環境保健クライテリア (EHC53) : r都市における大気中の石綿濃度は、一般に1本以下-10

本/しであり、それを上回る場合もある。Jr一般環境においては、一般住民への石綿曝露による中

皮腫及び肺がんのリスクは、検出できないほど低い。すなわち、実質的には、石綿のリスクはない。j

<リンク先>

埼玉県:http:! /prosv. Pぱ sait甜 a.I民jp/Cgi -b i niscr i pt附 ews/news.cgi ?mode=refιvy=2010&mm=9&sea=52 

http:/IDrosv. pref. saitama. I.e:. jpjcgi-biniscripts/news/news. cgiつmode=ref&vv=2010&mm=9&sea=144

htto: / !prosv. Dref. sa i tama. I g. ip!cgi -b i n/ scr iptsinews/n剖 S.cg Iつmode=ref&vv=2010&mm=10&sea=80

さいたま市:http:j /酬 citv日 it珊 ajp/W剛 Icontents/1288142099711i i ndex. htm I 

川崎市:h出//削W.c itv. kawa叫 i.ip/press!info20100901 5/i吋ex.html 



分別解体の実施

及責
び源廃棄物の種類

廃の
棄有 〈箆棄物処理法第2条施符短見

物効廃棄物E処理方法 く廃棄物処理法第盟条、第12条目、紅

白な 霊長契約書E締結 滅。院
適利 マニフエストの交付 を&身35む
正用 飛散流出の防止 ?い..Tfiイ，勺席、
処確 段皇制 4沼野
理保特別管理産業廃棄物管理責任者由設置

事前通知、帳簿の備付

""当主事委望き:副首=' i;戸信奉グ叫♀宅N4n

「廃石綿等J
(特別管理産業廃棄物)

路議室汁齢落葉綻1

く石綿期第13条、大防則第16条の4>;
J 

= い
1ミ昆

く石錦則第3叩0条>，

事
前
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続
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Y
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〈廃棄物処翠法施行規則第B条の13、能行令第8条の5>

溶融処理、無害イヒ処理

埋立処分(管理型又は遮断型最終処分場)

;"i'j 

慣 36条〉; O-
J三ふ二主主者験強要互いJ ぷ山記録;ぷ表;

注1黒字ま法令土の義務付す事寝室宇土遺知マニュアル等での指導事項 M む

注2安衛法労働安全衛生法、有終剣石純!障害予妨規則、大防法頃D大気汚染防止法(施行支... 、廃棄物処理法α断予令、佐行規則基準省令)廃棄物の処理及び清掃に関する法律""行令諸市須却、埋立処分基準省令k
建設Pサイク凡往左(施行規員")建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律〔施行規即D

注3 建設Pサイクパ桂の対象は、特定建設資材(約を用いた建築物等に係る解体工事等であって一定規模μ上(①建築物解体床直積合計，，'"以上~建築物新築同叩0"，以上③建築物修繕模濃響詩負代金H室内以上
②その他のヱ伊物関5ω方以上の脅合〉の工事

注4 呼援用保護具のうちレベル1については隔離を行ったf特集場所で石綿等が吹き付けられた建築物の解体等の作業を行う場合で石綿を除去する作業のみ、電動ファン付き呼吸用保護臭又はzアラインマスクの着用につい
て法令上の義務付けがある。それ以外の字業における呼援用保護具の寝媛についてま全面形防じんマスクを含めて通知マニュアル等での指導事項 + 

註5地方公共団体の条例等により、上記以外にも規制等か適用さオレる場合がある
※ r特定建設資材jとは①コンクりート、②，，，クりートlkぴ拶Eから成る建設資材、③木材、@アスフアルトコンクジ トであり、これらか廃棄物となったものを「特定建設資拡携業物」品、う

( 買の場所、覆土)

ム埋立記録保存可処分業者〉

く廃棄物処亙を基準省令〉

O 

‘にんと;;i令日
O 
"i';，:!;!':-u;" 
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(55IJ添2)

国総建第 224 号

平成 22年 12月 24日

各都道府系・各政令市建設リサイクル行政主管部(局)長殿

国土交通省総合政策局建設業課長

再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の更なる徹底について

再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の徹底については、平成 22年 9

月9日付け国総建第 113号・環廃蔑発第 100909002号をもって、国土交通省建設流

通政策審議官及び環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長より各都道府県知事

及び敬令市長あて通知され、また、同日付け国総建第 113号-2をもって、国土交

通省総合政策局建設業課長より各都道府県・各政令市建設リサイクル行政主管部

(局)長あて通知しているところです。

これに伴い、石綿含有建材の分別解体等に重点を霞いた内容として実施を依頼し

た「建設リサイクル法に関する全国一斉ノfトロールJ及び破砕施設への立入検査の

結果、一部の自治体において、分別解体等の不十分な箇所やコンクリート塊等の特

定建設資材廃棄物への石綿含有産業廃棄物の混入事例が確認されました。

貴職におかれましては、この結果を踏まえ、下記の点に留意の上、建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律(平成 12年法律第 104号。以下「建設リサイク

ル法」という。)に基づく分別解体及び特定建設資材廃棄物への石綿含有廃棄物の

混入防止等を徹底されますよう、お願いします。

ヨい=一一日

l 特定建設資材廃棄物をその種類ごとに分別することを確保するため、建設リサ

イクル法第 10条の届出及び第 11条の通知を受け付ける際に、石綿含有建材の使

用の有無についても確認するなどして、情報の把援及び届出者への注意喚起に努

めること。

2 再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の吏なる徹底のため、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137号)を所管する部局等の関係

部局及び都道府県労働局・労働基準監督署等の関係機関との連携・協力体制を確

保し、引き続き、効果的なパトロール等の実施と情報の共有に努めること。



巨宝日

環廃産発第101224002号

平成 22年 12月 24日

各都道府県・各政令市廃棄物行政主管部(局)長殻

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長

再生砕石への石綿含有産業廃棄物の混入防止等の徹底について

石綿含有産業廃棄物等の適正処理については、平成22年9月9日付け環廃産発第

100909003号本職通知lこより、解体現場や破砕施設に係る立入検査の実施等について

お願いし、今般、一部の施設等について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和

45年法律第 137号。以下「法」という。)に係る違反等がみられた旨、報告があったところ

である。

ついては、下記事項に留意の上、石綿含有産業廃棄物が法に基づき適正に処理され

るよう事業者及び処理業者等に対する指導を徹底するとともに、不適正な処理が認めら

れた場合にあっては、行政処分の指針(平成17年8月12日付け環廃産発第050812003

号)に基づき厳格に対応するとともに、当該不適正処理が継続することがないよう改善に

ついての確認を徹底し、又、石綿が混入した再生砕石が製造されたことが明らかになっ

た場合は、関係部局と連携し、当該再生砕石の販売先の把握を行う等、可能な範囲で当

該産業廃棄物の流通実態を把握し、適正処理の確保に努めるよう、改めてお願いする。

また、今後とも、貴都道府県又は貴政令市の建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律(平成 12年法律第 104号。)を所管する部局及び各都道府県労働局等の関係

機関との情報交換等連携に努めるよう、併せてお願いする。

なお、本通知は、地方自治法(昭和 22年法律第67号)第245条の4第 1項の規定に

基づく技術的な助言であることを申し添える。

言己

l 解体現場等における石綿含有産業廃棄物の処理については、他の廃棄物が混入

することがないよう分別して保管、運搬する等、法に基づく保管基準及び処理基準を

遵守するとともに、事業者が処理を委託する場合にあっては、委託基準を遵守し、破砕

処理を委託することがないよう指導を徹底すること。

2 再生砕石を製造する破砕業者等処理業者については、受入時における確認を徹底

する等、法に基づく維持管理基準及び処理基準を遵守するとともに、石綿含有産業廃

棄物が混入し又は混入の恐れのあるがれき類については受入を行わなu、ょう指導する

こと。


